
　　　　支給対象 　労働時間等の設定の改善に向けた職場意識の改善に積極的に取り組む中小事業主。

　　　　取組事項 　労働時間等の設定の改善の促進のため、中小事業主が職場意識を改善するために必要な事項を盛り込んだ
　　　　　　　　　　「職場意識改善計画（実施期間：２年間）」を策定し、当該計画に基づき、取組を効果的に実施。　　　　

　　

職場意識改善助成金

１　実施体制の整備
　①　労働時間等設定改善委員会等労使との話合
　　いの機会の整備
　②　労働者からの苦情、意見、要望を受け付ける
　　担当者の選任

２　職場意識改善の措置
　①　労働者に対する職場意識改善計画の周知
　②　職場意識改善のための研修の実施

３　労働時間等の設定の改善のための措置
　①　年次有給休暇の取得促進のための措置
　②　所定外労働削減のための措置
　③　次のいずれかの措置
　　・　労働者の抱える多様な事情及び業務の態様
　　　に対応した労働時間の設定
　　・　特に配慮を必要とする労働者（子育てや介護
　　　を行う労働者等）に対する休暇の付与等の措置
　　・　ワークシェアリング、在宅勤務、テレワーク等
　　　の活用を可能とする措置

１カ年度目
　　職場意識改善計画に基づき、１年間、取組を効果
　的に実施
　

　

２カ年度目
　　職場意識改善計画に基づき、１カ年度目より更に
　取組を効果的に実施
　

さらに、２カ年度にわたり効果的な取組を
実施し、顕著な成果を上げた場合

　事業実施前と比較して年次有給休暇の平均取得率が６０％
以上及び事業実施前と比較して所定外労働時間数の平均を２
０％以上削減した場合など

職場意識改善計画の策定 助成金の支給
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子育て支援を行う中小企業に対する支援の充実のため、育児休業取得者、短時間勤務制度の適
用者が初めて出た中小企業事業主（従業員１００人以下）に助成金を支給する。（平成１８年度から
５年間の特別措置）。

子育て支援を行う中小企業に対する支援の充実のため、育児休業取得者、短時間勤務制度の適
用者が初めて出た中小企業事業主（従業員１００人以下）に助成金を支給する。（平成１８年度から
５年間の特別措置）。

中小企業子育て支援助成金

○支給要件

中小企業事業主（従業員１００人以下）において、次世代育成支援対策推進法の一般事業主行動計画を
作成・届出し、以下の①又は②のいずれかの措置を講じた場合に支給
① 育児休業の付与

子の出生後６か月以上休業を取得し、職場復帰後６か月以上継続して雇用されていること。
② 短時間勤務制度の適用（３歳未満）

３歳未満の子を持つ労働者が６か月以上短時間勤務制度を利用したこと。

○支給額

上記の①又は②のいずれかの対象者が初めて出た場合に、２人目まで次の額を支給する。
１人目 育児休業 １００万円（定額）

短時間勤務 ６０万円、８０万円又は１００万円（利用期間に応じて）
２人目 育児休業 ６０万円（定額）

短時間勤務 ２０万円、４０万円又は６０万円（利用期間に応じて）



両立支援レベルアップ助成金
代替要員確保コース

育児休業取得者が、育児休業終了後、原職等に復帰する
旨の取扱いを就業規則等に規定し、休業取得者の代替要
員を確保し、かつ、休業取得者を原職等に復帰させた事業
主に支給。

40万円〔30万円〕大企業

50万円〔40万円〕中小企業①最初に要件を満たした育児休業
取得者（支給対象労働者）が生じた
場合

10万円大企業

15万円中小企業②２人目以降の支給対象労働者が
生じた場合

（最初に支給対象労働者が生じた
日の翌日から５年間、①と合わせて
１事業所当たり１年度１０人まで）

支給対象労働者１人当たり

40万円〔30万円〕大企業

50万円〔40万円〕中小企業①最初に要件を満たした育児休業
取得者（支給対象労働者）が生じた
場合

10万円大企業

15万円中小企業②２人目以降の支給対象労働者が
生じた場合

（最初に支給対象労働者が生じた
日の翌日から５年間、①と合わせて
１事業所当たり１年度１０人まで）

支給対象労働者１人当たり

（２） 原職等復帰について、平成12年3月31日までに既に就業規則等に規
定していた事業主の場合

15万円中小企業支給対象労働者が生じた場合

（平成12年4月1日以降、最初に支給対

象労働者が生じた日の翌日以降５年間、
1事業所当たり1年度１０人まで）

１０万円大企業

支給対象労働者１人当たり

15万円中小企業支給対象労働者が生じた場合

（平成12年4月1日以降、最初に支給対

象労働者が生じた日の翌日以降５年間、
1事業所当たり1年度１０人まで）

１０万円大企業

支給対象労働者１人当たり

休業中能力アップコース
育児休業又は介護休業取得者がスムーズに職場復帰で

きるよう、これらの労働者の能力の開発及び向上を図るた
め、次のいずれか1つ以上の措置（職場復帰プログラム）を
実施した事業主・事業主団体に支給。

①在宅講習 ②職場環境適応講習
③職場復帰直前講習 ④職場復帰直後講習

16万円大企業

21万円中小企業支給限度額

（1事業所当たり100人まで）
16万円大企業

21万円中小企業支給限度額

（1事業所当たり100人まで）

②職場環境適応講習と③職場復帰直前講習を同時期に実施する場合
は、③職場復帰直前講習の支給が優先。

（１） 原職等復帰について、平成12年4月1日以降新たに就業規則等に規

定した事業主の場合

事業所内託児施設設置・運営コース

労働者のための託児施設を事業所内（労働者の通勤経
路又はその近接地域を含む）に設置、運営及び増築等を行
う事業主・事業主団体に、その費用の一部を助成。また、保
育遊具等購入費用の一部についても助成。

規模に応じ

最高９５１万６千円

時間延長
型

規模に応じ

最高１，０１４万６千円

深夜延長
型

上記それぞれの型の運営に
係る額 ＋１６５万円

体調不調
児対応型

２，３００万円
（５人以上の定員増を伴う建替え）

建替え

１，１５０万円
（５人以上の定員増を伴う増築、体調
不調児のための安静室等の整備）

増築

②増築費

４０万円自己負担金１０万円を控
除した額

④保育遊
具等購入
費

規模に応じ

最高６９９万６千円

通常型

③運営費

（運営開
始後５年
間）

２，３００万円

２分の１

（中小企業
は①、③の
費用は

3分の２）

①設置費

助成限度額助成率等

規模に応じ

最高９５１万６千円

時間延長
型

規模に応じ

最高１，０１４万６千円

深夜延長
型

上記それぞれの型の運営に
係る額 ＋１６５万円

体調不調
児対応型

２，３００万円
（５人以上の定員増を伴う建替え）

建替え

１，１５０万円
（５人以上の定員増を伴う増築、体調
不調児のための安静室等の整備）

増築

②増築費

４０万円自己負担金１０万円を控
除した額

④保育遊
具等購入
費

規模に応じ

最高６９９万６千円

通常型

③運営費

（運営開
始後５年
間）

２，３００万円

２分の１

（中小企業
は①、③の
費用は

3分の２）

①設置費

助成限度額助成率等

常時雇用する労働者が300人以下の事業主でも次世代育成支援対策推
進法に基づく一般事業主行動計画を策定し、その旨を都道府県労働局長
に届け出ていることが必要。

男性労働者育児参加促進コース
男性の育児休業取得を促進するなど、男性の育児参加を

可能とするような職場づくりに向けた取組を行う事業主を、
（財）21世紀職業財団地方事務所長が指定した上で、指定を
受けた事業主が実際に取組を行った場合に、１年度につき
50万円、2年度を限度として支給。

子育て期の短時間勤務支援コース
子育て期の労働者が利用できる短時間勤務制度の導入・

利用促進に向けた取組を行い、利用者が生じた場合、事業
主に支給。

２人目以降（５年間、１企
業当たり延べ１０人まで）

最初の支給対象

労働者

10万円

15万円

40万円〔30万円〕大企業

50万円〔40万円〕中小企業

２人目以降（５年間、１企
業当たり延べ１０人まで）

最初の支給対象

労働者

10万円

15万円

40万円〔30万円〕大企業

50万円〔40万円〕中小企業

ベビーシッター費用等補助コース

30万円〔20万円〕大企業

40万円〔30万円〕中小企業支給額

（１事業主につき） 30万円〔20万円〕大企業

40万円〔30万円〕中小企業支給額

（１事業主につき）

労働者が育児・介護サービスを利用する際に要した費用
の全部又は一部について、補助等を行う旨を就業規則等に
規定し、実際に費用補助等を行った事業主に、その補助等
の額の一定割合を助成。

３分の１大企業

２分の１中小企業助成率

３分の１大企業

２分の１中小企業助成率

支給は、１事業所当たり５年間。年間限度額は、企業規模にかかわらず、
1人当たり30万円、かつ１事業所当たり360万円。

また、労働者の育児・介護サービス利用料を補助する制
度を平成10年4月1日以降新たに設けた事業主で、初めて
労働者に費用補助を行った場合に、上記の費用助成に加
えて一定額の助成。

※ [ ]内の金額は、常時雇用する労働者が300人以下で、一般事業
主行動計画の策定・届出が無い場合

支給機関：（財）21世紀職業財団

職場風土改革コース
職場風土改革に計画的に取り組み、育児休業制度等を取

得しやすい環境整備を行う事業主（常時雇用する労働者の
数が300人以下、かつ子育て世代の労働者数が50人以上）
を指定し、成果をあげた事業主に支給。

50万円１年度目よりさらに両立指標の得点が向上
した事業主

２年度目

２か年度にわたる取組の結果、女性の育児
休業取得率及び両立指標の得点が一定以
上の事業主

事業実施前に比べ両立指標の得点が向上
した事業主

50万円１年度目

50万円を

加算

１年度につき１事業主１回

50万円１年度目よりさらに両立指標の得点が向上
した事業主

２年度目

２か年度にわたる取組の結果、女性の育児
休業取得率及び両立指標の得点が一定以
上の事業主

事業実施前に比べ両立指標の得点が向上
した事業主

50万円１年度目

50万円を

加算

１年度につき１事業主１回

（１） 小学校就学後、小学校３年生までの子を養育する労働者が利用でき
る短時間勤務制度を新たに導入し、利用者が生じた場合。

（２） 中小企業が、３歳以上、小学校就学前までの子を養育する労働者が
利用できる短時間勤務制度を新たに導入し、利用者が生じた場合。

１５万円

２人目以降

50万円〔40万円〕

最初の支給対象労働者

１５万円

２人目以降

50万円〔40万円〕

最初の支給対象労働者

（３） 中小企業が、小学校３年生までの子を養育する労働者が利用できる
短時間勤務制度の利用促進に向けノウハウ習得を図るためにコンサル
ティングを受け、利用者が生じた場合。

30万円最初の対象労働者が生じた場合 30万円最初の対象労働者が生じた場合



短時間労働者均衡待遇推進等助成金

○概要○概要

○申請ができる事業主○申請ができる事業主
労働保険適用事業主

○支給メニューと支給額○支給メニューと支給額

事業主向け

→詳細は（財）21世紀職業財団へ (http://www.jiwe.or.jp/)

パートタイマーと正社員の共通の評価・資格制度や短時間正社員制度の導入、パートタイマーの能力開発などの
均衡処遇に向けた取組に努める事業主を支援する助成金です。

支給対象メニュー

正社員と共通の処遇制度の導入

支 給 額

１

第１回目 第２回目

25万円 25万円

15万円

15万円15万円

15万円

15万円 15万円

15万円

15万円15万円

15万円

パートタイマーの能力・職務に応じた処遇制度の導入

正社員への転換制度の導入

短時間正社員制度の導入

教育訓練制度の導入

健康診断制度の導入

２

３

５

６

４

事業主団体向け

中小企業事業主団体が、構成事業主に対し、中小企業診断士等による個別指導等の均衡待遇に関する
制度導入のための支援事業を２年間に渡り実施した場合、各年度に目標達成度合い等に応じ1,000万円

を上限に助成する。

http://www.jiwe.or.jp/


○支給要件
雇入れ日において２５歳以上３５歳未満の者で、雇入れ日の前日から起算して３年前の日の間に雇用保険の

被保険者（短期特例被保険者及び日雇被保険者を除く。）でなかった者について、公共職業安定所の紹介により
トライアル雇用後に、常用雇用（雇用期間の定めのない雇用契約）に移行し、引き続き６ヶ月以上雇用保険の
被保険者として雇用する事業主であること等。

○支給額
支給要件を満たす事業主に対して、３０万円（２０万円）を支給（※１）する。

※１ 常用雇用移行後、半年経過ごとに半額ずつ支給。

ただし、地域の若年者の雇用促進を実施するため、雇用改善の動きが弱い地域（※２）につい
て、支給額は以下の通り。

※２ 北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、石川県、三重県、京都府、兵庫県、奈良県、
和歌山県、鳥取県、島根県、徳島県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、
鹿児島県、沖縄県

25歳以上35歳未満の不安定就労の期間が長い若年者等の安定した雇用を促進するため、トラ

イアル雇用終了後に、当該労働者を雇用期間の定めのない労働契約により継続して雇用する事
業主に対し、若年者雇用促進特別奨励金を支給する。

25歳以上35歳未満の不安定就労の期間が長い若年者等の安定した雇用を促進するため、トラ

イアル雇用終了後に、当該労働者を雇用期間の定めのない労働契約により継続して雇用する事
業主に対し、若年者雇用促進特別奨励金を支給する。

若年者雇用促進特別奨励金

２５歳以上３０歳未満 ２０万円

３０歳以上３５歳未満 ３０万円

２５歳以上３０歳未満 ３０万円

３０歳以上３５歳未満 ４５万円



「70歳まで働ける企業」の普及促進を図るため、「65歳以上への定年引上げ」又は「定
年の定めの廃止」の場合に加え、「希望者全員を対象とする70歳以上までの継続雇用
制度の導入」の場合等にも支給 （下線が平成20年度拡充部分）

「70歳まで働ける企業」の普及促進を図るため、「65歳以上への定年引上げ」又は「定
年の定めの廃止」の場合に加え、「希望者全員を対象とする70歳以上までの継続雇用
制度の導入」の場合等にも支給 （下線が平成20年度拡充部分）

定年引上げ等奨励金（中小企業定年引上げ等奨励金）

60歳以上65歳未満の定年を定めている中小企業事業主
① 65歳以上への定年の引上げ
② 定年の定めの廃止

現行制度（支給対象事業主）

(１)60歳以上65歳未満の定年を定めている中小企業事業主
① 65歳以上への定年の引上げ
② 定年の定めの廃止
③ 希望者全員を対象とする70歳以上までの継続雇用制度の導入

(２)65歳以上70歳未満の定年を定めている中小企業事業主
① 70歳以上への定年の引上げ
② 定年の定めの廃止
③ 希望者全員を対象とする70歳以上までの継続雇用制度の導入

平成20年度からの新制度（支給対象事業主）

拡充！

定年
年齢

企業
規模
(人)

定年の引上げ
（65歳以上
70歳未満）

定年の引上げ
（70歳以上）
又は定年の定
めの廃止

希望者全員を
対象とする70
歳以上までの
継続雇用制度

の導入

1～9 ４０ ８０ ４０

10
～
99

６０ １２０ ６０

100
～
300

８０ １６０ ８０

1～9 － ４０ ２０

10
～
99

－ ６０ ３０

100
～
300

－ ８０ ４０

65歳以上
70歳未満

60歳以上
65歳未満

平成20年度からの新制度（支給額（万円））

平成２０年度予算額 ３９億円



定年引上げ等奨励金（70歳定年引上げ等モデル企業助成金）

【第１期】
モデル事業の
実施計画の策定

【第２期】
モデル事業の実施 地

域
企
業
へ
の
波
及

70
歳
未
満
の
定
年
を
定
め
て
い
る
企
業

70歳以上まで働くことができる

新たな職域の拡大等を行うモデル的な取組

職
域
の
拡
大
等
に
関
す
る
計
画
の
策
定

○職域の拡大等に係るモデル事
業の実施のための市場調査、
プランニング

○新たな事業分野への進出や
職務の設計による職域の拡大

○機械設備、作業方法、作業
環境の改善

○70歳以上まで働ける仕組みを
就業規則等で整備

高障機構

送付 認定

雇用開発協会

提出 認定

70歳以上まで働くことができる新たな職域の拡大等に係る計画の認定を受け、モデル
性や地域における波及効果のある取組を実施した事業主に対し、当該取組の実施に
要した費用の２分の１に相当する額を、500万円を限度として支給

70歳以上まで働くことができる新たな職域の拡大等に係る計画の認定を受け、モデル
性や地域における波及効果のある取組を実施した事業主に対し、当該取組の実施に
要した費用の２分の１に相当する額を、500万円を限度として支給

支給対象企
業数

年間50社

支給対象企
業規模

不問

支給対象
期間

２年間以内
(第１期、第２期の

合計)

支給額

支給対象経費の
２分の１
(500万円を上限。た
だし、事務所等の賃
借料、設備・備品の
購入費等は250万円
を上限。)

平成２０年度予算額 １億円



定年引上げ等奨励金（中小企業高年齢者雇用確保実現奨励金）

65歳までの雇用機会の確保を図るため、傘下の中小企業事業主に対する高年齢者雇
用確保措置の導入その他必要な雇用環境の整備に係る相談・指導等を実施した事業
主団体に対し、当該取組に要した費用について、構成事業主の数、構成事業主におけ
る事業実施後の高年齢者雇用確保措置の導入割合に応じて、最大300万円までの額
を支給

65歳までの雇用機会の確保を図るため、傘下の中小企業事業主に対する高年齢者雇
用確保措置の導入その他必要な雇用環境の整備に係る相談・指導等を実施した事業
主団体に対し、当該取組に要した費用について、構成事業主の数、構成事業主におけ
る事業実施後の高年齢者雇用確保措置の導入割合に応じて、最大300万円までの額
を支給

①傘下企業に対する確保措置導入状況等の調査
②確保措置の導入等に関する説明会の開催
③確保措置の導入等に関する相談・指導
・確保措置の導入
・確保措置の内容の充実(労使協定締結の促進、
希望者全員の制度への改善)

・65歳以上の確保措置の導入促進
・賃金制度、人事処遇制度、職場環境の改善

中小企業

事業主団体

傘下企業(雇用保険適

用事業主）の数が30

社以上、かつ、全体

に占める中小企業の

割合が2/3以上

○商工会議所

○商工会

○商店街振興組合

○事業協同組合

等

【 事 業 実 施 】

傘下の小規模企業の個別事情に精通している
事業主団体が、以下の取組を行う。

傘下企業 傘下企業

事業計画

高障機構

送付 認定

雇用開発協会

認定提出

65
歳
ま
で
の
雇
用
安
定
の
確
保
の
実
現

1/2～10未満

2/310～15未満

3/415～

助成率事業実施前後導入割合の差(％)

○事業開始時導入割合80％以上の場合

2/380～85未満

3/485～90未満

4/590～

助成率事業実施後導入割合(％)

○事業開始時導入割合80％未満の場合

【支給額】
事業は１年間とし、前期(６か月)・後期(６か月)に分けて支給されます。
○前期支給額
前期の費用実績と前期支給上限額(総支給上限額の半額)のいずれか
少ない額

１５０３００２０１～

１００２００１０１～２００

５０１００３０～１００

前期支給上限額
（万円）

総支給上限額
（万円）

事業主団体の規模
（傘下企業数）

○後期支給額(①＋②)
①(年間費用実績ー前期支給上限額)

×事業実施後の確保措置導入割合に応じた助成率
②前期支給上限額ー前期支給額

平成２０年度予算額 １５億円



職業経験、技能、知識等から就職が困難な特定の求職者層等について、これらの者を一定期
間試行雇用（トライアル雇用）することにより、その適性や業務遂行可能性を見極め、求職者及
び求人者の相互理解を促進すること等を通じて、これらの者の早期就職の実現や雇用機会の創
出を図る。

職業経験、技能、知識等から就職が困難な特定の求職者層等について、これらの者を一定期
間試行雇用（トライアル雇用）することにより、その適性や業務遂行可能性を見極め、求職者及
び求人者の相互理解を促進すること等を通じて、これらの者の早期就職の実現や雇用機会の創
出を図る。

試行雇用奨励金

○対象者
その職業経験、技能、知識、労働市場の状況等から判断して、これらの者の安定就業の実現

や雇用機会の確保のためにはトライアル雇用を経ることが適当であると公共職業安定所長が認
める者。

（対象者例）
◎中高年齢者（ 45歳以上65歳未満の者）
◎若年者（ 35歳未満の者）

等

○支給額
トライアル雇用としてこれらの者を雇用する事業主に対し、トライアル雇用労働者1人につき、

月額4万円（最長3か月間）を上限として支給。



事業主が従業員に職業訓練等を受けさせる場合などに、訓練に要した経費や訓練期間に支払った
賃金の一部などを助成する制度。事業主が、自発的に教育訓練等を受けるために休暇を取得する従
業員に援助する場合も助成。

事業主が従業員に職業訓練等を受けさせる場合などに、訓練に要した経費や訓練期間に支払った
賃金の一部などを助成する制度。事業主が、自発的に教育訓練等を受けるために休暇を取得する従
業員に援助する場合も助成。

制度の主な概要

キャリア形成促進助成金

〔事業主が従業員の自発的な教育訓練等を援助〕

○ 従業員の自発的な教育訓練等を援助する又は休暇を与える場合
・ 自発的な教育訓練等の援助に要した経費及び賃金を助成 （中小企業 １／３ 大企業 １／４）
・ 自発的な教育訓練等を援助する又は休暇を与える制度を導入 （１５万円）
・ 自発的な教育訓練等を援助する又は休暇を与える制度の利用 （利用者１人当 ５万円）

〔事業主が職業訓練等を実施〕

○ 従業員に職業訓練を受けさせる場合
・ 訓練（座学）に要した経費及び賃金を助成 （中小企業 １／２）

○ 非正規労働者に正社員転換などを目的とする職業訓練を受けさせる場合
・ 訓練（座学）に要した経費及び賃金を助成 （中小企業 １／２ 大企業 １／３）

○ 新たに雇い入れた労働者に認定実習併用職業訓練（※１）を受けさせる場合
・ 訓練（座学）に要した経費及び賃金を助成 （中小企業 １／２ 大企業 １／３）
・ 訓練（実習）を助成 （対象者１人１時間当 ６００円）
・ 外部機関等によるキャリア・コンサルティングに要した経費を助成 （１／２）
・ 企業内キャリア・コンサルタントの配置を助成 （１５万円）

・ 能力評価を助成 （対象者１人当 ４，８８０円）

（※１）雇用関係のもとでの企業のニーズに即した実習と教育機関等における座学との組み合わせによる訓練として厚生労働大臣の認定を受けらもの

○ 新たに雇い入れた労働者に有期実習型訓練（※２） を受けさせる場合
・ 訓練（座学）に要した経費及び賃金を助成 （中小企業 １／２ 大企業 １／３）
・ 訓練（実習）を助成 （対象者１人１時間当 ６００円）
・ 外部機関等よるキャリア・コンサルティングに要した経費を助成 （１／２）
・ 企業内キャリア・コンサルタントの配置を助成 （１５万円）
・ 能力評価を助成 （対象者１人当 ４，８８０円）

（※２）職業能力形成の機会に恵まれなかった者に対して有期雇用により企業における実習と教育機関等における座学との組み合わせにより実施される訓練




